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「防災・減災、国土強靱化」及び
「事前復興」の推進についての提言


近年、巨大地震の発生や、豪雨災害の激甚化・頻発化など、災害リスクが高まる中、「防災・減災、国土強靱化の５か年加速化対策」を活用し、社会基盤整備を進めているものの、必要な対策は多く残されていることから、引き続き、安全・安心の確保による分散型国土の実現に向け、国土強靱化の更なる推進が不可欠である。
　また、被災後の迅速かつ円滑な復興を図るため、災害への「備えから復旧・復興まで」を見据えた「事前復興」の観点による対策の強化が急務となっている。
　ついては、次の２点について国へ提言する。

１　「防災・減災、国土強靱化の５か年加速化対策」において、資材価格が高騰する中でも、必要な予算・財源を例年以上の規模で確保し、計画的に事業を推進するとともに、改正国土強靱化基本法を踏まえ、対策期間完了後においても、切れ目なく社会基盤整備を推し進めるため、国土強靱化実施中期計画を早期に策定し、継続的・安定的に国土強靱化を推進できるよう、必要な予算・財源を別枠で確保すること。

２　迅速かつ円滑な復興を図るため、ソフト・ハード両面の様々な「事前復興」の取組みについて、高台移転の推進をはじめ地域の実情に応じた事前復興を可能とする自由度の高い交付金制度など、新たな財政支援制度を創設するとともに、防災分野の最上位計画である「防災基本計画」等への明確な位置付けを行うこと。
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